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一般社団法人長崎県情報産業協会 第 33 回 通常総会 

はじめに 

長崎県情報産業協会は、長崎県内の情報産業に携わる 106 の企業・団体（正会員 80 社、特別賛助会員 6 社、準

会員 13 社、および特別会員 7 団体）により構成される非営利一般社団法人です。今年度をもって 33 年目に入りまし

た。関係者の方々の当協会へのご指導・ご支援に厚く感謝するともに、会員の皆様の日頃のご協力に深く敬意を表し

ます。 

現在、日本政府及び各自治体は「デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進」を重要戦略として位置づけており、

高度なデジタル技術を活用した社会の実現に取り組んでいます。長崎県情報産業協会は、行政や他団体との連携を

図りながら、DX 推進に努めているところです。 さらに、当協会では国（経済産業省、総務省､デジタル庁）や自治体

（県、市）、関連団体などから最新情報を入手し、会員へメールやホームページでお知らせしています。ICT に関する

膨大な情報が氾濫する中で、会員の皆様が必要とする情報を取り上げ、タイムリーにお届けするとともに、「AI」、

「IoT」、「情報セキュリティ」、「オープン・クラウド」、「アジャイル」といった最新テーマにも積極的に取り組んでいます。 

 さらに、長崎県や長崎県産業振興財団が注力している情報系企業誘致に協力し、会員企業のビジネスチャンス拡

大につなげています。また、会員企業間の協業を推進する目的で、オープンな人的交流の場として「ビジネスコラボ会」

を定期的に開催しています。加えて、サイバーセキュリティに関する地域のネットワーク構築にもセミナー等を通じて

貢献しています。 

さて、当協会は昨年度より会員制度を改め、従来の正会員に加えて、設立 5 年未満の小規模事業者やフリーラン

サーを中心とした準会員、そして大学・高専・長崎工業技術センター等の団体を対象とした特別会員枠を設けました。

おかげさまで昨年同時期の 93 から現在の 106 まで会員数を伸ばすことができました。また、新設したネットワーク委

員会を中心に、行政・学校・異業種・情報セキュリティ関連等とのネットワーク構築及び連携強化を図っています。昨

年は情報科のある商業高校との連携協定を締結し、一昨年連携協定を結んだ県内工業高校と併せて、高校毎に個

別に対応中です。新しい試みとしては、昨年度は実施できませんでしたが、交流委員会所掌で会員企業の中堅・若手

社員に交流機会を提供いたします。また、会員数が増えたこともあり、今後はぜひ委員会を積極的に開催していただ

き、委員会活動の活性化を図っていただきたいと考えています。 

当協会の財政はコロナ禍以後、厳しい状況が続いていました。会員向けの IT 技術研修受講者は 2 年連続で 100

名を切りましたが、会員増による会費収入の増加と、長崎県から委託された会員外事業会社向け「経営者と担当者

のための DX・ICT 講座」が 112 名受講者を集めたおかげで、IT 技術研修のマイナス分をカバーすることができ、コロ

ナ前から久々に決算の黒字化を達成できました。しかし、当協会の財政基盤はまだまだ脆弱ですので、今年も長崎県

の助成金活用講座に引き続き取り組みます。受講者増員にご協力のほどお願いいたします。また、活用可能な種々

の助成金の適用を検証し、より安価な費用で受講できるようにその手続き等を含めて支援いたします。 

 長崎県情報産業協会は以上のような活動を通して、行政、学校、関連機関の皆様と連携しながら、時代をリードす

る ICT 企業の団体として、企業や社会のデジタル化を図り、地域経済の活性化に貢献したいと考えています。その原

動力強化のためにも、スタートアップや誘致企業等の会員増強を果たし、組織の強化充実に努めてまいります。 

 結びに、会員一同前向きな向上心と行動力を持って、設立 40 周年、そして 50 周年に向けて走り続けていくことを誓

います。途中で息切れしないように、皆様のご支援を引き続きよろしくお願いいたします。 

 

一般社団法人長崎県情報産業協会 

          会長  濵本 浩邦 
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決議事項 第 1 号議案 議事録署名人の選任の件 

 

議事録署名人の選任について 

定款第 21 条により総会の議事録署名人を 2 人以上選任します。 

 

決議事項 第 2 号議案の（1）  令和 7 年度 活動報告の件 

 

Ⅰ 地域情報化の推進活動 

国、長崎県をはじめ、市町村、各種団体等と地元企業が協力・提携しながら、課題解決に向けた取組みや

施策への提案を行い、県・市事業へ参画し成果が出ている。 

また、国内外の情報サービスに関わる情報やデータを収集し、会員企業及び地域情報サービス産業の

発展に役立つよう活動した。 

 

Ⅰ・1 長崎県次世代情報産業クラスター協議会への参加 （登録会員 223 社、内 NISA 会員 52社） 

会長 濵本 浩邦（㈱不動技研工業 代表取締役会長）､副会長 大神 吉史(大新技研㈱代表取締役)が  

就任ロボットやＩｏＴに代表される第四次産業革命の技術については、社会への急速な普及が進んで 

いるが、県で はこの流れを的確に捉え、高度専門人材の育成や県内企業間の連携促進を目的とした 

「長崎県次世代情報産業クラスター協議会」が設立された（設立：2018 (H30)年 5 月 9 日)  

（１）目的 

県内のロボット、IoT、組込み関連産業の高度人材の育成や、これらの先端技術を提供する企業と活用する

県内企業とのマッチング等によって、技術の活用を促進するとともに、事業拡大や新たなサービスの創出等

につなげ、県外 需要の獲得や生産性の向上、付加価値の向上等を図ることを目的とする。 

（２）事業 

協議会では、前項の目的を達成するため、長崎県が実施する次の事業に参画する。 

・ロボット・ＩｏＴ等の分野における高度専門人材の育成 

・普及啓発セミナー、導入企業向け基礎講習会等の開催 

・製品・サービス等の開発による事業化のためのマッチングと伴走型支援の実施 

・開発実証に係る外部資金等の獲得支援及び補助金による支援 

（３）会員 

NISA 会員および、長崎県内製造業企業などが会員登録。オブザーバー登録 12機関、会員登録数 223 社 

（2026-6-9 時点）、内、NISA会員は 52 社が登録。 

（４）主な活動項目（詳細は NISA-HP  ｢お知らせ欄｣に掲載）  

・県クラスター協議会からの情報を NISA ホームページに掲載し、会員メールでお知らせした。 

・協議会へのＮＩＳＡ会員の登録を推奨中。（登録料は無料） 

 

Ⅰ・2 長崎県サイバーセキュリティに関する相互協力協定（長崎県警察本部）への参加 （会員登録） 

サイバー犯罪、サイバーテロの増加、インターネット上の違法・有害情報の氾濫、コンピュータウィルスの蔓延が

社会問題となり、サイバー空間に対する県民の不安感も急速に高まっている中で、本協定は、社会全体で効果

的なサイバーセキュリティ対策を推進することにより安全安心なサイバー空間の実現を目指すものである。 

（１）目的 

この協定は、協定機関の相互理解による高い信頼と協力関係に基づき安全安心なサイバー空間の実現を

目指すことを目的とする。 

（２）連携 、協力の内容 

協定機関は、前条の目的を達成するため、相互に連携、協力し、次の各号に掲げる事項を推進する。 

①サイバー空間の脅威に関する情報の共有 

②サイバー空間の脅威への対処に係る技術的支援 

③サイバー空間の脅威に対処できる人材の育成 

④サイバー空間の脅威に立ち向かう社会全体の意識の向上 
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⑤県警本部発行「サイバーセキュリティ通信」の HP 掲載と周知 

⑥その他協定機関が必要と認めるサ イバーセキュリ ティに関する事項 

（３）協定参加機関（14機関） 

長崎県、長崎県警察、長崎県商工会議所連合会、長崎県商工会連合会、長崎県中小企業団体中央会、 

（公財）長崎県産業振興財団、西日本電信電話㈱、長崎支店、㈱ラック、トレンドマイクロ㈱、長崎大学、 

長崎県立大学、長崎総合科学大学、佐世保工業高等専門学校、(一社)長崎県情報産業協会 

長崎県医師会（2023/11/7加入）、独立行政法人情報処理推進機構（2023/11/7加入） 

（４）活動 

 県警本部発行「サイバーセキュリティ通信」を NISA-HP に掲載した。 

 

Ⅰ・3 長崎県サイバーセキュリティ研究会（長崎県立大学） [ 2015（H27）年１月７日設立 ] への参加 （会員登録） 

（１）目的 

長崎県内における情報関連産業のセキュリティ人材育成、会員相互間の情報共有を目的とする。 

（２）事業の内容 

前記の目的を達成するため、次の事業を行う。 

①情報共有のための研究会の開催 

② 情報セキュリティに関するセミナー・イベン卜の開催 

③ 県内でのセキュリテイコンテスト等の開催 

④ 県外でのセキュリテイコンテスト等へ出場する学生等の支援 

⑤ その他、本会の目的の達成に必要な事業 

（３）「長崎県サイバーセキュリティ研究会」参加機関 

  [会員] 扇精光ソリューションズ㈱、オフィスメーション㈱、㈱亀山電機、佐世保工業高等専門学校、長崎県情報

産業協会、長崎県立大学、長崎総合科学大学、、長崎大学、ネット・ウォーリアーズ、㈱ユースフル 

[顧問] 元衆議議員 富岡 務氏 

[オブザーバー] 長崎県情報政策課、長崎県学事振興課、長崎県新産業創造課 

(4) 活動 （ＮＩＳＡ参加） 

開催日 場所 件名 議題 

令和 7 年 
12 月 2 日(火)  

長崎県立大学  
シーボルト校  
本部棟２Ｆ  
特別会議室  

令和 7 年度長崎県サイバーセキュ
リティ研究会総会 
及び情報セキュリティセミナー開催 
について 

① 令和 6年度事業報告書および収支決算

について 

②令和 7 年度事業計画（案）及び収支予
算について 

③その他（意見交換など） 

 

Ⅰ・4 NISA情報セキュリティ部会 

(一社)長崎県情報産業協会、長崎県、総務省九州総合通信局、経済産業省九州経済産業局、(一社)九州

経済連合会、IPA の共催で「令和 7 年度サイバーセキュリティセミナーin 長崎」を開催した。 

開催日 場所 件名 議題･講師 

令和 7 年 
9 月 3日 (水) 
 

ホテルセント
ヒル長崎 3 階
「紫陽花の
間」&オンライ
ン 

①「中小企業の DX 推進へ向
けた副業・兼業人材等の活
用促進について」 

②「課題解決に向けた人材戦略
の策定について」 

③「DX 推進とサイバーセキュリ
ティ対策」 

④「長崎県のサイバー被害の現
状について」 

⑤「長崎県の DX・サイバーセキ
ュリティに関する施策紹介」 

①AKKODiS コンサルティング㈱ 
地域共創推進部  笠原 鉄平氏 

②中小企業庁経営支援部経営支援課 
課長補佐  岩田 祐輝氏 

③SC3 工場セキュリティ共創 SWG 主査 
中野 利彦氏 

④長崎県警察本部サイバー犯罪対策課 
ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰ対策補佐 渡邊蘭子氏  

⑤長崎県産業労働部新産業推進課 
係長  井手 達郎氏 

 

 

Ⅰ・5 令和 6 年度中小企業サイバーセキュリティ促進事業（地域 SECUNITY形成促進事業） 

令和 2 年(2020 年) に長崎地域を対象とする経済産業省の「中小企業サイバーセキュリティ対策 

促進事業（地域 SECUNITY 形成促進事業）を、みずほ情報総研株式会社より受託し長崎県地域 
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におけるセミナーを開催し、アンケート調査を実施した。その後も引き続き､サイバーセキュリティ 

対策促進に関わる活動を継続してきた。全国各地域でコミュニティ形成を促進し､地域 SECUNITY 

の取組をさらに推進するため地域間の情報共有や、共通課題の解決に向けた取組の検討・推進 

を行う為、IPA が事務局の「サプライチェーン・サイバーセキュリティ・コンソーシアム(SC3）」が設立 

され団体会員に登録した。その後､SC3 総会、地域 SECUNITY 形成促進ワークショップ等へ参加 

した。当協会の活動は､事業推進団体として経済産業省「地域 SECUNITY マップ」に登録されており､ 

継続活動中。 

・2023 年 6 月 29 日(木) 第 1 回 WS 参加。（Microsoft Teams によるオンライン方式）   

・2024 年 2 月 20 日(火) 第 2 回 WS 参加。（Microsoft Teams によるオンライン方式） 

（オンライン参加：SC3 長崎県キーパーソン：ＮＩＳＡ松尾隆宏理事[扇精光ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱]、事務局） 

・2024 年 9 月 24 日（火） SC3 向上セキュリティ共創 SWG セミナー（オンライン参加） 

・2024 年 11 月 11 日（月） 令和 6 年度 SC3 総会（書面開催）、表決書提出、会員 3 で登録 

・2026 年 3 月 11 日(水) 地域 SECUNITY 連絡会開催（オンライン参加） 

 

Ⅰ・6 IPA 第 21回「ひろげよう情報モラル・セキュリティコンクール 2025」会長賞選定・賞状授与 

インターネットの安全利用への注意はさらに重要になっていると考えられることから、IPA が主催し､全国の小 

学生、中学生、高校生の作品制作を通して､インターネットの安全利用を意識することを目的として、2025年度

21 回目のコンクールが独立行政法人情報処理推進機構(IPA)主催で実施された。昨年同様に後援し、優秀賞 

として下記 5 点を「長崎県情報産業協会・会長賞」を下記 5 点選定し､表彰状を贈呈した。 

 ・標語部門 ・「それワナかも」  荻島 ひかりさん  （長崎県立諫早商業高等学校 2年） 

 ・「悪魔ののぞき見」         山川 あいりさん  （長崎県立諫早商業高等学校 2年） 

 ・「多要素認証でセキュリティを」  本村 奏紫さん   （長崎県立諫早商業高等学校 2年） 

 ・「使いまわし禁止」          山下 紗依さん   （長崎県立諫早商業高等学校 3年） 

 ・「とられるぞ」              久家 司さん     （長崎県立諫早商業高等学校 2年） 

Ⅰ・7 長崎県中小企業団体中央会関連 

令和 7年度中小企業景況調査報告（第 1 四半期～第 4 四半期）を代表会員 4 社により実施した。 

第 1 四半期（R07 年 04～06 月期） 第 2 四半期（R07 年 07～09 月期） 

第 3 四半期（R07 年 10～12 月期） 第 4 四半期（R07 年 01～03 月期） 

 

Ⅱ 交 流 事 業 

Ⅱ・1 他団体・大学等との交流事業（敬称略） 

（１）第 46 回 全情連大会「ANIA宮崎 大会」 （2025年 10月 2日(木)・3日（金） 

  一般社団法人全国地域情報産業団体連合会（略称：ANIA）では、地域情報産業の発展や取引拡大に向けた

情報交流等を行うことを目的に、毎年各地域の情報産業団体と共催で全国大会を開催している。 

2025 年度は宮崎大会がリアルで開催された。長崎大会は、8 年前（2017 年）に開催した。 

・(2017 年)平成 29 年度 第 39 回  長崎大会(ホテルニュー長崎） 

・(2018 年)平成 30 年度 第 40 回 青森大会（ホテル青森） 

・(2019 年)令和  元年度 第 41 回  北海道(札幌)大会（札幌グランドホテル） 

・(2020 年)令和 2年度 第 42 回 山梨大会(コロナウイルス対策の為、開催見送り) →延期 

・(2021 年)令和  3年度 第 42 回  京都大会(オンライン講演会、コロナ対策でＷＥＢ開催) 

・(2022 年)令和  4 年度 第 43 回  京都大会、リアルで開催（ＮＩＳＡより 5名参加） 

･(2023 年)令和 5 年度 第 44 回 福岡大会(ＮＩＳAより 7名参加) 

・(2024 年)令和  6 年度    第 45 回 山梨大会（NISA より 6 名参加） 

・(2025 年)令和  7 年度    第 46 回 宮崎大会（NISA より 7 名参加）   

※(2026 年)令和 8 年度は､10 月 13 日(火)､14 日(水)に第 47 回 東京大会が開催される予定。 

 

（２） 令和 7 年 ANIA-IT 連盟 合同新春交歓会、及び懇親会  

・日時 令和 7年 2 月 9 日(月)  18:00～19:30 

                ・ANIA（全国地域情報産業団体連合会）と､IT連（日本 IT 団体連盟）が共催して開催する「合同新春 
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交歓会」へ NISA より 3名出席した。本会議と併せて、ANIA 理事会、及び ANIA事務局長会議が開 

催された。 

・会場 ホテルグランドアーク半蔵門 華の間 （東京都千代田区隼町 1-1）  

・ANIA長谷川会長、日本 IT連盟川邊会長の挨拶他 

 

（３） ANIA 理事会  NISA濵本会長(ANIA理事)出席 

№ 日 時 場 所 出 席 議  題  ・その他 

第 1 回 
R7-4-17(木) 
16:00～17:30 

京都情報大学院
（ｵﾝﾗｲﾝ会議 
ZOOM) 

理事 8 名 
監事 1 名 
濵本会長（ANIA 理事） 
事務局長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

・2024 年度事業報告書案及び収支報告
書案について 

・新規相互協力会員(MCPC)入会につい
て 

・大阪万博見学会と事務局会議開催 
・APPLIC の理事選出について 
・2025 年度定時総会について 
・第 46 回全情連宮崎大会について 

第  2回 
R7-7-3(木) 
15:40～15:50 

同上 

理事 9 名 
監事 2 名 
濵本会長（ANIA 理事） 
事務局長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

・正副会長の互選について 
・大阪万博見学会と事務局会議開催につい
て 

第 3 回 
R7-10-2（木） 
11:30～12:00 

宮崎観光ホテル 
東館 2 階 
日向 

理事 9 名 
監事 2 名 
濵本会長（ANIA 理事）
事務局長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

・第 47 回全国大会(東京)の実施について 
・ANIA 部会長の設置，選出について 
・政策要望について 
・会員向け情報配信について 

第 4 回 
R8-2-9（月） 
16:00～17:30 

ホテルグランドアーク
半蔵門 

理事 8名、監事 1 名 
濵本会長 
事務局長（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ） 

・2026 年度事業計画及び予算案について 
・2026 年度定時総会及び講演会について 
・2026 年度第 1 回理事会について 
・定款の変更について 

 

（4） ANIA 事務局長会議  NISA事務局長出席 

№ 日 時 場 所 出 席 議 題 

第 1 回 
R07-5-27(火） 
14:00～15:30 

大阪トヨペットエン
タープライズ貸会
議室 9 階 会議室
A（ｵﾝﾗｲﾝ会議 
ZOOM) 

ANIA 各事務局長 14 名
+ANIA 事務局 2 名 
（出席:NISA 事務局長） 

・ 各協会からの近況報告 ，意見交換 
・今年度の活動と運用上の整理 

第 2 回 
R07-10-2
（木） 
10:30～11:00 

宮崎観光ホテル東
館２階 日向 

ANIA 各事務局長 10名
+ANIA 事務局 2 名 
（出席:NISA 事務局長） 

・ 各協会からの近況報告 ，意見交換 
・事例紹介：DX 認定について 
・今年度の活動，今後の予定 

第 3 回 
R08-2-10
（火） 
10:00～12:00 

八重洲倶楽部 第 7
会議室 

ANIA 各事務局長 16 名
+ANIA 事務局 3 名 
（出席：NISA 事務局長） 

・ 各協会からの近況報告 ，意見交換 
・全情連東京大会について 
・CEATEC 概要説明 

 

Ⅱ・２ 長崎県工業技術センターとの意見交換会（研究キャラバン） 

県工業技術センターの研究成果の説明、また技術交流の強化の為、意見交換会を開催した。 

（１）日時：R7-12-18（木） 16:00～17:00 

（２）場所：出島交流会館 9 階 展示交流室（長崎市出島町 2-11） 

（３）次第（敬称略）： [ 会場出席＋WEB 出席 ] 

①挨拶：  NISA 会長 濵本 浩邦、工業技術センター 所長  野中 一洋 

②工業技術センターの活動紹介：工業技術センター所長  野中 一洋 
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③技術支援に係るトピックスの紹介 ：工業技術センター機械加工科長    小楠 進一 

④長崎県産業振興財団からの情報提供 

     ・長崎県産業振興財団 研究開発支援室 チーフマネージャー  上野 忍 

     ・長崎県産業振興財団 研究開発支援室 ファンド相談員     水島 晴信 

⑤意見交換会（敬称略）：（NISA 役員、会員との意見交換） 

・長崎県産業労働部 新産業推進課 課長補佐 坊上 英樹、井手 達郎 

・工業技術センター（野中 一洋所長、市瀬 英明部長、環境課長 入江 直樹、環境科長 小楠 進一、 

兵頭 竜二主任研究員、西村 学主任研究員、山口 将生研究員） 

・長崎県産業振興財団 （研究開発支援室） 上野 忍、水島 晴信 

 

Ⅱ・３ 通常総会・講演会・産学官交流会 

（１）第 32 回通常総会 R07-6-27（木） オンライン併用による開催とし､全会員へ議案書を配布した。 

  (1)-1．通常総会 14：00～14：50 

①出席会員数：正会員出席 79 社中、出席 72社（会場 34社､WEB7社､委任状 31社）が出席 

(出席率 91.1％)、出席者半数以上で総会が成立し、全議案が承認された。 

②議案 

1）第１号議案  議事録署名人の選任の件 

2）第２号議案  令和 6年度活動報告の件  

        令和 6 年度決算報告承認の件 

3）第３号議案  理事交代の件 

③報告事項 

  令和 7 年度事業計画及び収支予算の件 

    （2）わが社の一押し発表（2社） 

        詳細は下記､「Ⅱ-4．わが社の一押し発表」を参照。 

(3).特別講演 

1)演題：『地方企業の成長戦略～物事の本質を理解する～』  

2)講師：PINCH HITTER JAPAN 株式会社  代表取締役社長 吉岡 拓哉氏 

（4）産学官交流会 18:00～20:00 

1)参加者：92 名（会員 68 名、会員外 24 名） 

 

（２）新春講演会 Ｒ8-1-22（水） オンライン併用開催。 

    （1）わが社の一押し発表（2社） 

        詳細は下記､「Ⅱ-4．わが社の一押し発表」を参照。 

(2).特別講演 

1)演題：『長崎未来共創プロジェクト(仮想)構想 ～住んでよし働いてよしの魅力的な県づくり 

を目指して～』  

2)講師：長崎県立大学  理事長  坂口 克彦氏 

     (3)産学官交流会 18:00～20:00 

         1）参加者：93 名（会員 62 名、会員外 31 名 ） 

  

Ⅱ･４ わが社の一押し発表 

会員の優れた製品・システム・技術・管理手法など、特徴あるものを紹介して、会員間のコラボレーション 

を深めることを目的とする。交流委員会で担当し、下記の通り開催した。 

通常総会時 
R07-6-27（木） 

① 

会 員 SCSK ニアショアシステムズﾞ㈱ 

テーマ エンゲージメント強化の取組みについて 

発表者 代表取締役社長 中島 英也 様 

② 

会 員 扇精光ソリューションズ㈱ 

テーマ 測量ＤＸ教育プログラム CREATED IN FORTNITE 

発表者 空間情報開発課 課長代理 高橋 龍太郎 様 
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新春講演会
R08-1-22（水） 

① 

会 員 鎮西学院大学 

テーマ 産学官で切り拓く未来､鎮西学院大学の DX 人材モデル 

発表者 鎮西学院大学 総合社会学部 教授 丸山 幸宏様 

② 

会 員 Enagic㈱  

テーマ 空き家問題を希望に変える民泊ビジネスとは？ 

発表者 Ｅｎａｇｉｃ㈱ 事業開発・営業責任者  杉原 光都 様 

 

Ⅱ･5 ビジネスコラボ会開催 

会員相互間の懇親を図り、ビジネスのコラボレーションが進むことを目的として下記の通り開催した。 

開催日時 開催場所 参加者 

(1) R07-  4-24(木) 18:00～20:00 居酒屋まくろう  15 名 

(2) R07-  6-27(木)  18:00～20:00 ホテルセントヒル長崎 妙見の間 92 名 

(3) R07-  7-17(木) 18:00～20:00 佐世保ワシントンホテル １階レストラン「桜川」 17 名 

(4) R07-10-23(木)   18:00～20:00 銅座 呑(ドン) 17 名 

(5) R07-12-18(木)  18:00～20:00 長崎炉ばた はち舎(はちや) 21 名 

(6) R08-  1-22(木)  18:00～20:00 ホテルセントヒル長崎 妙見の間 87 名 

 

Ⅲ 研修事業 

Ⅲ・１ 研修事業 

（1）NISA-IT 技樹研修（長崎県後援） 

平成 19(2007)年に㈱長崎ソフトウェアセンターの解散により､地元で就業者研修ができなくなり、長崎県のご支

援により、平成 20(2008)年より､当協会主催で研修事業を開始した。本研修は協会会員様のご賛同を得て人材

育成の一端を担うことができた。令和 7 年度は､講座数を 21 講座としたが、受講希望者が少なかった 7 講座を

中止し、14 講座を開催した。年間受講者数は合計 96 名であり、１講座当たりの平均は 6.8 名であった。尚、中

止した 7 講座の受講申込み者が 10 名あったが､是非、次年度の受講をお願いしたい。本事業は、研修委員

会各位のご尽力と会員の皆様のご理解、ご協力によって運営することができた。 

 

2025（令和 7）年度 NISA-IT 技術研修 開催実績         

№ 実施月 開催日 研修科目名・講座名 会
場 

社
数 

人
数 

備考 

01s 6 月 
6月 11日～ 

6月 13日 
AWSによるサーバレスシステム構築演習 D 4 13 開催済 

02s 7 月 
7月 2日～ 

7月 3日 
主体的な人を育てるビジネスコーチング研修 I 1 *1 中止 

03j 7 月 
7月 10日～ 

7月 11日 
システム要件定義の基礎 I 1 *1 中止 

04j 7 月 
7月 24日～ 

7月 25日 
Windows Serverの基礎 I 4 6 開催済 

05s 7 月 
7月 30日～ 

8月 1日 
Pythonと Dockerではじめる Webアプリ開発＆運用入門 D 4 6 開催済 

06j 8 月 
8月 7日～ 

8月 8日 
実習で学ぶ 3層 Webシステム入門(Web/AP/DB) D 5 10 開催済 

07a 8 月 
8月 27日～ 

8月 29日 

ソフトウェア開発者のための対人対応力強化講座  ﾛｼﾞｶﾙﾗｲ

ﾃｨﾝｸﾞ&ﾛｼﾞｶﾙｼﾝｷﾝｸﾞｺｰｽ 
N 1 *2 中止 

08j 9 月 
9月 4日～ 

9月 5日 

情報セキュリティ対策実践 基礎から学ぶセキュア環境構

築・運用入門編 
N 1 *1 中止 

09s 9 月 
9月 10日～ 

9月 12日 
ChatGPTを活用したドキュメンテーション研修 D 3 6 開催済 

10j 9 月 
9月 25日～ 

9月 26日 
Windows Serverの応用 ～Active Directory～ D 6 7 開催済 

11s 10 月 
10月 1日～ 

10月 3日 
Python＆Excelで業務活用研修 D 1 *2 中止 

12j 10 月 
10月 9日～ 

10月 10日 
システム設計 実践トレーニング【※1/29-30へ日程変更】 D 3 *3 （日程変更） 
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13a 10 月 
10月 16日～ 

10月 17日 

ケースに学ぶＩＴプロジェクトにおけるリスクマネジメン

ト 
N 0 *0 中止 

14a 10 月 
10月 29日～ 

10月 31日 
ソフトウェア開発のためのモデリングと UI設計  D 4 7 開催済 

15s 11 月 
11月 6日～ 

11月 7日 
チームリーダーのための人に教える技術 I 5 7 開催済 

16j 11 月 
11月 13日～ 

11月 14日 
アプリケーションテスト実践トレーニング D 4 5 開催済 

17j 11 月 
11月 26日～ 

11月 28日 

C＃による Visual Studioを使用した Webアプリの開発 

(.NET Core+MVC基礎編)     【※2/4-6へ日程変更】 
D 2 *4 (日程変更) 

18s 12 月 
12月 4日～ 

12月 5日 
生成 AIと学ぶビジネスデータ分析 D 3 5 開催済 

19j 12 月 
12月 11日～ 

12月 12日 

ネットワークの基礎ステップアップ運用編  

～通信解析＆ログ監視～ 
D 6 9 開催済 

20s 1月 
1月 14日～ 

1月 15日 
職場を動かす中堅リーダーシップ N 5 6 開催済 

12j 1月 
1月 29日～ 

1月 30日 
システム設計 実践トレーニング 【※日程変更分】 D 2 3 中止 

17j 11月 
2月 4日～ 

2月 6日 

C＃による Visual Studioを使用した Webアプリの開発 

(.NET Core+MVC基礎編)      【※日程変更分】 
D 2 4 開催済 

21a 2月 
2月 25日～ 

2月 27日 
エンジニアのスキルを徹底活用するための書き方・話し方 N 3 5 開催済 

会場： N：(NISA研修室）、D：(出島交流会館）、I：(石井会計事務所） 

（計画 21講座中、14講座実施、7講座中止､平均 6.8人）  受講者数合計(中止分を除く) → 
96   

   

（2）一般事業者向け「経営者と担当者のためのDX・ICT 講座」 

2025(令和 7)年度「長崎県デジタル力向上支援事業費補助金」を活用できる講座として、一昨年，昨年と同

様､一般事業者向け講座 「経営者と担当者のための DX･ICT 講座」を開催した。７月、8 月、9 月、10 月、11

月、12 月に各 1 講座を開催し年間 6 講座を実施した。合計受講者数実績は 112 名（109 社）であった。 

「経営者と担当者のための DX・ICT 講座」受講実績：合計 112 名（109 社） 

【NA1】(6 月度は､県の補助金採択が間に合わず中止とした】 

【NA2】( 7/15  開催)  受講者  18 名 

【NA3】( 8/21  開催)  受講者  20 名 

【NA4】( 9/18  開催)  受講者  20 名 

【NA5】(10/21 開催)  受講者  19 名 

【NA6】(11/18 開催)  受講者  14 名 

【NA7】(12/16 開催)  受講者  21 名 

   

Ⅲ・２  新入社員向け IT 技術者研修を実施（「研修事業」）（敬称略） 

㈱エンベックスエデュケーションとタイアップし、厚労省「人材開発支援助成金（特定認定実習併用職業訓練 

コースを適用して 2025(R07)年度の新入社員研修を 35名（長崎：9 名、佐世保：19名、諫早：7 名）で実施した。 

助成金制度の活用により､本研修の費用負担を軽減でき､IT 技術､ヒューマンスキル、社会人マナーの習得によ

り人材育成を図った。 

 

項目 内  容 

講 座 C#.NET エンジニア養成コース 

期 間 
長崎会場    ：2025/4/4（金）～6/3（火） （40 日間）   
佐世保会場：2025/4/3（木）～6/2（月） （40 日間）    
諫早会場   ：2025/5/13(月)～7/ 3 (水) （40日間）   

会 場 
長崎会場    ：ボナールビル（4 階 404-1 号室） 
佐世保会場：交通会館（4 階会議室） 
諫早会場  ：ｼｽﾃｯｸ井上 諫早事業所 会議室 
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Ⅲ・３  iCD（アイコンピテンシディクショナリ）活動(中小企業向け IT スキル標準､一般社団法人 ICD 協会) 

「i コンピテンシ ディクショナリ」（以下、iCD）は、企業において IT を利活用するビジネスに求められる業務（タ

ス ク）と、それを支える IT 人材の能力や素養（スキル）を「タスクディクショナリ」、「スキルディクショナリ」とし

て体系化したもので、企業は経営戦略などの目的に応じた人材育成に利用することができる。本システムの

活用を通じ て、人材育成戦略の立案（Plan）、育成施策の実行（Do）、自組織のリソース状況の把握

（Check）、目標の再設定（Act）といった組織における人材育成の  PDCA  サイクルを回す活動の一助となる

ことが期待される。H26、H27 年に「i CD ワークショップ」を長崎で開催し、会員 6 社（オフィスメーション㈱、㈱

ＮＤＫＣＯＭ、不動技研工業㈱、㈱イシマル、NBC 情報システム㈱、扇精光ソリューションズ㈱）が参加した。

その後の活動を通して i CD 活用企業認定では、企業での iCD の活用レベルや成果の大きさに応じた認証

レベルの Ｓｉｌｖｅｒ Ｐｌｕｓ 3 社、Ｓｉｌｖｅｒ 3 社となった。NISA は､iCD 協会の賛助会員（団体認証）として登録。

尚、推進母体 IPA から新たに設立された「（一社）iCD 協会（iCDA）」が普及・ワークショップ活動を実施した。 

（１）活動を推進する為の情報交換会 

令和 7 年度は、対面とオンライン(ZOOM)のハイブリッド形式で「iCD ユーザー会」が開催された。 

iCD 協会が取り組んでいる施策や活動方針などを紹介。 

情報交換会 開催日時 開催場所 

WEB  第 1(43)回 iCD ユーザー会 2025- 5-23  15:00～17:00 ハイブリッド開催 

WEB  第 2(44)回 iCD ユーザー会 2025- 6-18   15:00～17:00 ハイブリッド開催 

WEB  第 3(45)回 iCD ユーザー会 2025- 9- 3    15:00～17:00 ハイブリッド開催 

WEB  第 4(46)回 iCD ユーザー会 2025-10-21   15:00～17:00 ハイブリッド開催 

WEB  第 5(47)回 iCD ユーザー会 2026- 2-18   15:00～17:00 ハイブリッド開催 

WEB  第 6(48)回 iCD ユーザー会 2026- 3- 6   15:00～17:00 ハイブリッド開催 

 

Ⅳ   人材高度化能力開発事業（助成金受給支援事業） 

H16 年度からキャリア形成促進事業を始め、H23 年度から成長分野等人材育成支援事業（奨励金）、また  

H25 年度には日本再生人材育成支援事業（奨励金）を実施したが、成長分野・日本再生（奨励金）制度は H25 

年度に終了した。H26 年度 から 28 年度は前制度を大きく改訂したキャリア形成促進事業を助成金受給支 

援事業として実施した。H29 年度からは、前制度が大幅改訂され「人材開発支援助成金」となった。H31 年 

度は改訂版を引続き適用し実施した。NISA 研修における研修事業と助成金・奨励金の活用を支援する事 

業は車の両輪であり、令和 7 年度研修の訓練計画書および支給申請書の提出を積極的に推奨し、書類提 

出の支援を行った。 

 

※厚生労働省「人材開発支援助成金」制度の活用 

ＩＴ分野は、技術の進歩が日進月歩であり、常に最新技術を修得することが、企業の将来を左右すると言わ 

れており、人材こそが IT 業界における重要な経営資源であると認識され、多くの企業がその育成に取組 

んでおり､NISA 事務局は助成金申請の支援を継続して行っている。 厚生労働省の人材開発支援助成金 

は、令和 5年度に制度が見直され、それまで「特定訓練コース 」と「一般訓練コース」であったものが、「人へ 

の投資促進コース」「人材育成支援コース」「事業展開等リスキリング支援コース」の 3 本建てとなった。訓 

練時間の要件については 10 時間以上（旧 21 時間以上）に変更された。また､生産性要件が廃止されて 

「賃金要件」と「資格等手当要件」が新設された。「賃金要件」と「資格等手当要件」のいずれかを満たした 

場合、別途申請を行うことで経費のプラス 15%の加算分を追加受給できるようになった。 

 

（１）人材開発支援助成金（厚生労働省）に係る計画届申請､支給申請のサポート 

講 師 

長崎会場  ：エンベックス人材育成本部 太田 陽太郎氏 
佐世保会場 ：エンベックス人材育成本部 伊澤 剛氏 

                    （サブ講師） 髙橋 航生氏 
諫早会場  ：エンベックス人材育成本部  片岡 美千代氏 

受講者 
長崎会場  ： 4 社   9 名 
佐世保会場 ： 3 社  19 名    
諫早会場  ： 1 社  7 名      合計  8 社 35 名 
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①計画届様式へ必須項目の記載 

改訂に伴う申請様式等の変更に対し、NISA では訓練実施計画届様式に 研修内容を分かりやすく記載

し、作成時の注意点等を労働局に問合せ・確認を行い申請時の支援として会員に連絡した。 

②訓練実施計画届書のチｪック支援（R05-4～） 

ⅰ）人材開発支援助成金に関して、訓練計画届は研修・訓練開始の 1 ｶ月前までに提出する必要がある。 

  また訓練計画内容の変更（人数・受講者等）は訓練開始の前日までに｢変更届｣の提出が必要である。 

ⅱ）長崎労働局へ提出するが、「訓練計画実施届」であり認定ではない。 

ⅲ）保管必須書類として「事業内職業能力開発計画書」の作成要領書を作成し通知した。 

ⅳ）研修実施場所は、受講者数、インターネット接続環境等、研修内容により決定した。 

ⅴ）「訓練実施計画届」「変更届」等共同チｪックの支援を実施した。 

③協会の研修事業維持､促進のため､研修受講に関わる補助金支給申請時の支援等の事務費として､補助金 

支給決定額の 10％を納入していただいている。（新入社員研修等の認定実習併用職業訓練は 1％）。 

本件は､2009(平成 21)年 第 16 回通常総会において承認され実行中。 

ⅰ）支給申請は「各訓練終了日の翌日から 2 か月以内」に申請書の提出が必須。 

ⅱ）共同チｪックについては、年間を通して「各研修の終了から 2 ｶ月以内」に実施した。 支給申請時の

共同チｪックは、研修が終了次第順次実施した。 

（２）申請時の留意点などをメールによる配信と対面・電話相談等でサポートした。 

 

Ⅴ 情報収集提供事業（「情報提供事業」） 

政府をはじめ地方公共団体では、地域情報化に向けて、広く産業界および一般利用者への情報サービスの

向上や業務システムの最適・最新化を図るため、情報通信技術（ICT）化を推進する。更に産業構造変革によ

る生産性向上を行うには、ＩｏＴの取込みが欠かせない。 

これらの実現のためには、ICT 化、および AI・ＩｏＴに関わる政府をはじめ地方公共団体、および産学の取組

の情報をいち早く収集して広く周知し、これを基に認識を深めまた知見を深めていくことが重要である。

その収集・周知の一環として、地域や国内外の情報サービス産業に関わる情報を HP・メールにより広く提供

し､会員企業、更に会員外企業の繁栄を目指して活動する。 更には、自治体、各種団体等と連携・協力しなが

ら、地域 ICT 化の取組みや施策の提案等を行う。（NISA ホームページを地域における ICT 関連ポータル

サイト化とすべく推進） 

（１）情報提供項目：2025 年度掲載分 （2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日） 合計 607 件 
1）会員専用情報（会員・役員）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･･・・・ 47 件 
2) 加入団体（ANIA・JISA）情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 148 件 
3) 政府（総務省､経産省､厚労省）情報・・・・・・・・・・・・・・・・・  282 件 
4) 自治体（長崎県、長崎市、他)情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 59 件 
5) 関連団体（中央会・工業会・他）情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 件 
6) 研修、講座､セミナー情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 43 件 
7）その他情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 件 

 

情報源として、一般社団法人情報サービス産業協会（JISA）、一般社団法人全国地域情報産業団体連合会

(ANIA)、総務省九州総合通信局、経済産業省九州経済産業局、厚生労働省、長崎県、長崎市、公益財団法人長

崎県産業振興財団、長崎県工業技術センター、佐世保情報産業プラザ、長崎大学、長崎県立大学､長崎総合科学

大学､佐世保工業高等専門学校､等からの情報を NISA ホームページ「お知らせ欄」に掲示すると共に重要な情

報は会員宛てにメール配信し周知を図った。（詳細は NISA ホームページ参照） 

 

Ⅵ 講演  ・ セミナー事業 

ICT 化に関わる政府をはじめ地方自治体、産学及び団体が取組んでいる施策に関する情報を、産学官で

共有し､その情報化に関する啓蒙普及の一環として、専門家を招聘し講演会・セミナーを開催した。 

 (1)事業 

   ①開催回数：2 回/年 （サイバーセキュリティセミナー関係は P3、P4 で報告） 

①案内方法  ： 県、市、大学、各種団体等、会員にチラシ配付、メール配信、および当法人の HP に掲載 

②対 象 ： 会員および非会員（行政職員、大学職員、および各種団体職員） 
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（2）実施内容 

①総会特別講演会・・・・・R07-6-27（金）     16:00～17:30   Ｈセントヒル長崎  2 階 「妙見」 

ⅰ）演題    : 地方企業の成長戦略～物事の本質を理解する～ 

ⅱ）講師 ：PINCH HITTER JAPAN 株式会社  代表取締役社長 吉岡 拓哉氏 

ⅲ）概要 ：長崎県諫早市で 2013 年 4 月に創業し､13 年目を迎えました。法人向け買取ビジネスを軸に

グローバルに事業展開するまでの歩みを紹介。創業期の困難をどう乗り越え、地方でどのよう

に人材採用・教育をして成長していったのか｢本質的視点｣の重要性などを紹介。 

【企業理念】モッタイナイを笑顔（価値）に変える 

【行動指針】見つけて､伝えて､価値を生む 

【主な事業】 

 (1)法人事業買取事業 

 (2)事業買取・売却事業 

 (3)マッチング型人材紹介サービス（N-biz） 

 (4)再流通 

・2024 年 7 月 4 日：テレビ東京「カンブリア宮殿」に出演した。 

ⅳ）聴講者 ： 113 名（会場参加 93 名、オンライン参加 20 名） 

②新春講演会 R08-1-22（木）  16:00～17：30   Ｈセントヒル長崎  3 階 「紫陽花」 

ⅰ）演題  ：『長崎未来共創プロジェクト(仮想)構想～住んでよし働いてよしの魅力的な県づくりを 

目指して～ 』 

ⅱ）講師 ：長崎県立大学 理事長 坂口 克彦氏 

ⅲ）概要 ： ■理事長として取り組みたいこと 

・｢学生の幸せ｣と｢教職員の方々の幸せ｣を目指すことができる組織づくり。 

・長崎県立大学が魅力的になること。 

・長崎県が住んでよし､働いてよしの魅力的なまちづくりと企業づくりに貢献する。 

■長崎県公立大学法人の課題と戦略について 

・県外転出者の 80％は県内企業を検討しなかったと非常に多い。 

・長崎県の人口流出問題は､働く意味と成長を感じられる職場が少ない。 

・｢経営者とマネージャーの質｣こそが若者をつなぎとめる最後の砦。 

・誇りとやりがい向上､職場環境・待遇改善でワークハッピー事業所へ。 

・少子高齢化による労働力人口の減少､ﾐﾚﾆｱﾙ世代(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾈｲﾃｨﾌﾞ)の台頭。 

・職場で仕事のやりがいを実感し､モチベーションが高まる要因(上位 3) 

(1)仕事のインパクト、価値(76％) 

(2)学習(59％) 

(3)家族のような関係性(51％) 

・Z 世代(ソーシャルネーティブ世代)は､世界人口の 3 分の 1 を占めている。 

ⅳ）聴講者 ：102 名（会場参加 75 名、オンライン参加 27 名） 

 

Ⅶ 令和 7 年度 長崎県 DX 推進事業とＤＸ推進活動への協力 

(1)令和 7 年度は､県内事業者の DX 推進を目的とした「長崎県デジタル力向上支援事業費補助金」の公 

募に対して､コンソーシアムを設立し、ＤＸ支援及びサイバーセキュリティ強化に取り組む中小企業（汎 

用機 械器具製造業、食料品製造業）の中から採択された支援先(9 社)に対して、会員企業から、支援 

企業として、十八親和銀行、㈱リコージャパン、㈱LAplust が参加した。 

 

Ⅷ ＦＩＳＡ（福岡県情報サービス産業協会）との連携協定 

(1).開催日：2026 年 3 月 3 日(火) 15:00～17:30 

(2).会 場 ：TKP ガーデンシティ博多新幹線口（4 階：4-A 会議室）  

(3).方 式 ：会場+オンライン(Webex)のハイブリッド開催  
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(4).参加者：会場参加(44 名)＋オンライン参加(30 名)＝74 名  

(5).次 第 15:00～15:20 連携協定書調印式 

 ・【NISA】長崎県情報産業協会 濵本 浩邦会長 挨拶 

 ・【FISA】福岡県情報サービス産業協会 平石 大助会長 挨拶  

・ご来賓挨拶 九州経済産業局 地域経済部デジタル経済室長 三小田 昌弘氏 

 

Ⅸ 第 3 回九州・沖縄地区情報サービス産業団体意見交換会 

(1).開催日：2026 年 3 月 9 日(月) 14:00～19:00  

(2).場 所：ホテルクレストン鹿児島 2 階 「フリージア」  

(3).次 第： 

・開会挨拶： 鹿児島県情産協 久永 忠範会長  

      ・｢経済産業省の DX 推進･サイバーセキュリティ施策について｣  

デジタル経済室長 三小田 昌弘氏、係長 中井 萌氏  

・(一社)鹿児島県情報セキュリティ協議会理事長   中村 洋氏  

・「AI 時代の地域セキュリティ戦略｣九州大学  教授  小出 洋氏  

・意見交換会テーマ 

(1)人材育成・採用について  

(2)AI 活用(活用状況・課題)について  

(3)セキュリティ対策(課題・関心事項)について  

・開催履歴  

第 1 回：福岡県情報サービス産業協会 (2024.5.21 開催済)  

第 2 回：熊本県情報サービス産業協会 (2025.3.11 開催済)  

第 3 回：鹿児島情報サービス産業協会 (2026.3. 9 開催済)  

第 4 回：(長崎県情報産業協会) 次回は､長崎県で開催予定  

・懇親会 同ホテル 2 階 料亭｢竹千代 本館｣ 

 

Ⅹ 理事会（役員会）  

(1) 第 1 回 理事会(役員会)  2025-4-24(木)  16:00～17：00  於：出島交流会館９Ｆ交流室（WEB 併用） 

      ・出席理事・監事：理事 15 名（会場 8 名，Web_6 名）、監事 1 名（Web_1 名） 

      【長崎県】産業労働部新産業推進課より 3 名出席(会場 3 名)され、 

「令和 7 年度の長崎県の事業説明」を戴いた。 

【議事】 

1)定款変更により新設した会員区分「準会員」について  

㈲永電ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの「準会員」への移行承認について 

2) 2025 年度度通常総会の講演テーマの検討 

3) 2025 年度通常総会「わが社の一押し」講演、発表企業の検討 

4) 「長崎市 DX 推進委員」の推薦について 

5)新設した「特別会員」への入会承認について 

長崎県立大学情報システム学部、長崎総合科学大学 

 

(2) 第２回 理事会(役員会)  2025-5-23(木)  16:00～17:00   於：NISA研修室（WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 16 名（会場 4 名，Web_12 名）、監事 1 名（Web_1 名） 

【議事】 

1) Enagic 株式会社（エナジック）の「準会員」入会承認について 

2) 長崎県工業技術センターの「特別会員」入会承認について 

3) 国立佐世保高専の「特別会員」入会承認について 

4) 2025 年度 通常総会「わが社の一押し」講演の講師と演題を承認 

5) 2025 年度_通常総会の講演テーマ・講師 (発表者)について承認 



14  

6) 2025 年度_通常総会の進行と体制について承認 

 

 (3) 第３回 理事会(役員会) 2025-6-27(木)  13:10～13:50   於：ホテルセントヒル長崎 （WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 15 名（会場 13 名、Web_2 名）、監事 1 名（会場 1 名） 

【議事】 

1) 正会員㈱LAplust（ラプラス）の「準会員」への移行承認について  

2) 渡邊 哲之氏が理事退任と大家 学氏の理事就任の承認について 

3)NISA 委員会の組織改正と会員の新委員会所属に係る承認について 

4) 総会の進行と体制について 

 

(4) 第４回 理事会(役員会)  2025-7-17(木)  16：00～17:00   於：佐世保ﾜｼﾝﾄﾝＨ・1F桜川（WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 15 名（会場 6 名，Web_9 名）、監事 2 名（会場_1 名、Web_1 名） 

【議事】 

1) 2025 年度 JISA 地域高度化事業に係る JISA 補助金申請の承認 

2) ㈱ウイズ・ワン の｢正会員｣入会承認 について 

3) ㈱エンベックスエデユケーションの｢特別賛助会員｣入会承認 について 

4) 長崎大学 情報データ科学部の｢特別会員｣入会承認 について 

 

(5) 第５回 理事会(役員会) 2025-8-19(木)  16：00～17:00     於：NISA研修室（WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 16 名（会場 10 名，Web_6 名）、監事 2 名（Web_2 名） 

【議事】 

1) ＦＩＳＡとの連携協定書（案）について質疑 

 

(6) 第６回 理事会(役員会) 2025-9-18(木)  16：00～17:00       於：NISA 研修室（WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 17 名（会場 6 名，Web_11 名）、監事 21 名（Web_2 名） 

【議事】 

1) 鎮西学院大学の｢特別会員｣入会承認 について  

 

(7) 第７回 理事会(役員会)  2024-10-23(木)  16：00～17:00      於：出島交流会館（WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 13 名（会場 4 名，Web_9 名）、監事 1 名（Web_1 名） 

【議事】 

1）「iCD カンファレンス 2025 冬」に係る後援名義使用承認について 

2) 合同会社 future（フューチャー）の「準会員」加入承認について 

 

(8) 第８回 理事会(役員会)  2025-11-20(木)  16：00～17:00          於：NISA研修室（WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 11 名（会場_4 名，Web_7 名）、監事 2 名（Web_2 名） 

【議題】 

1）㈱ノートンライフテックの｢正会員｣入会承認 について 

2) ＦＩＳＡとの連携協定書（案）承認について 

 

(9) 第 9 回 理事会(役員会)  2025-12-18(木)  15：00～15：50    於：出島交流会館 9F（WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 14 名（会場 3 名，Web_11 名）、監事 2 名（会場 1 名、Web_1 名） 

 【議事】 

1）エムオーテックス㈱の「正会員」加入承認について 

2) 令和 8 年 1 月 22 日(木)に開催予定の「新春講演会・産学官交流会」の式進行要領を承認 

※理事会終了後、長崎県工業技術センター様との意見交換会（研究ｷｬﾗﾊﾞﾝ）を実施した 

 

(10) 第 10 理事会(役員会)  2026-1-22(木)  14：00～14：25  於：ホテルセントヒル長崎 （WEB 併用） 
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・出席理事・監事：理事 14 名（会場 12 名，Web_2 名）、監事 2 名（会場 2 名） 

【議事】 

1）サンワシステム㈱の「準会員」入会承認 について 

2）新春講演会，産学官交流会の式進行要領を承認 

  

(11) 第 11 回 理事会(役員会)  2026-2-19(木)  16：00～17：00           於：NISA 研修室（WEB 併用） 

・出席理事・監事：理事 13 名（会場 4 名，Web_9 名）、監事 1 名（Web_1 名） 

【議事】 

1）2026 年度 役員会（理事会）開催予定日について承認 

2) 2026 年度 NISA 研修の開催講座（20 講座）の詳細について承認 

3）㈱LUMISEC 様の「準会員」加入承認について 

 

 (12) 第 12 回 役員会 2026-3-19(木) 16：00～17：00     於：NISA研修室(WEB 併用) 

・出席理事・監事：理事 15 名（会場 3 名，Web_12 名）、監事 1 名（Web_1 名） 

【議事】 

1）㈱ニーズウェル様の「正会員」加入承認について 

 

決議事項 第 2 号議案の（２） 決算報告承認の件 

 

                         令和 7 年度決算の重点 

＜総括＞ 

    令和 7 年度期末(2026 年 3 月 31 日)の正味財産期末残高は､前期末(2025 年 3 月 31 日)の残高 4,047,647 円に対 

し､3,409,872 円増の 7,457,546 円 となった。当協会の主な収入源である会費収入､研修事業収入において、特 

に、会員数 14 社増 (89 社→103 社）による会費収入増（1,040,000 円）､及び､研修事業に於ける､会員向け IT 

技術者育成研修の収益改善(赤字研修の中止､受講者数の維持､拡大等)、及び県補助金申請要件に対応した 

一般事業者向け DX･ICT 研修（6 回開催）の受講者増（77 名→112 名）による研修事業収入増（3,078,782 円） 

等により､研修事業として 5,457,784 円の収入増となった。 

厚生労働省「人材開発支援助成金」を活用した「NISA-IT 技術研修」は、受講者数計画 21 講座、126 名に対し､ 

実績は､赤字の 7 講座を中止し､14 講座 96 名であったため 30 名減となり、計画に対して収入が 3,3318,480 円 

減（＠110、616✕30 名）であった。次年度は､「NISA-IT 技術研修」の研修カリキュラムの見直しを含め､人材育 

成推進のための受講者数の拡大活動が課題である。厚生労働省「人材開発支援助成金」は､受講費用の約 

60％が補助されるため全国で活用されているが､当協会では､「NISA-IT 技術研修」受講者数が､2019(令和元) 

年度実績の 201 名を基準として､200 名を計画していたが、コロナの影響等で受講者が減少して以降、受講者 

数が 121 名(令和 2 年)､169 名(令和 3 年)､117 名（令和 4 年）､118 名(令和 5 年)、97 名（令和 6 年）､96 名（令 

和 7 年）と低迷している。令和 3 年度には､24 社（会員 22 社､会員外 2 社）に受講して戴いていたが､昨年度の 

受講会社は会員 13 社（会員 12 社、会員外 1 社）と減少しており､会員の受講促進をお願いする。また、昨年度 

の受講者 96 名中､3 回受講者 2 名、2 回受講者 12 名､1 回受講者 66 名であった。令和 8 年度は、受講者数 

の増加活動を推進すると共に、1 回受講者には、年間 2 回以上を受講して戴けるよう推奨すると共に､ご希望に 

沿った講座メニューを準備して受講促進を図る。厚生労働省の助成金は年間に一人 3 回まで利用できるため、 

助成金を有効に活用した IT 人材育成のための研修受講促進へのご協力をお願いする。  
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                         監査報告書 
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決議事項 第 3 号議案 理事選任の件 
 

2026（令和 8）年度 新役員体制（案） 
 

任期満了に伴う  2026 年度「理事･監事」の選任について 
 
・下記の役員は、6 月 18 日付をもって理事・監事に就任する。 
 

№  区分  氏 名 新体制 所属会社 委員会所掌・委員長・委員 

       重任理事  下記 18 名 

1  重任 濵本 浩邦 会 長 不動技研工業㈱ 企画委員会 所掌 

2  重任 須藤 英明 副会長 アイティースペース㈱ 
研修技術委員会・総務広報委員会・ネットワーク

委員会 所掌 （ネットワーク委員会委員長） 

3  重任 北口 功幸 副会長 ㈱亀山電機 交流委員会・拡大委員会 所掌 

4  重任 石橋 圭介 理 事 オフィスメーション㈱ 拡大委員会     委員長 

5  重任 山口 潤次郎 理 事 ㈱長崎ケーブルメディア  総務広報委員会   副委員長 

6  重任 峰松 浩樹 理 事 ㈲ランカードコム 研修技術委員会  委員長 

7  重任 柿田 茂博 理 事 ㈱デュアルキーシステム 拡大委員会     副委員長 

8  重任 牧  卓也 理 事 ㈱ディーエスブランド 交流委員会     副委員長 

9  重任 徳永 真也 理 事 ㈱シアスタ ネットワーク委員会  副委員長 

10  重任 大家  学 理 事 エコー電子工業㈱ 拡大委員会  副委員長 

11  重任 岩永 龍一 理 事 ケービーソフトウェア㈱  企画委員会  委員長 

12  重任 松尾 隆宏 理 事 扇精光ソリューションズ㈱ ネットワーク委員会  副委員長 

13  重任 岩永  健 理 事 ㈱正文社 総務広報委員会  委員長 

14  重任 村井 浩一 理 事 ㈱システック井上 研修技術委員会  副委員長 

15  重任 坂本 信良  理 事 ㈱日本ビジネスソフト ネットワーク委員会  副委員長 

16  重任 江口 耕一郎 理 事 NBC 情報システム㈱ 交流委員会   副委員長 

17  重任 前野 秀行 理 事 ㈱ビーオルグ 長崎事業所 交流委員会   委員長 

18  重任 宮本 章一 理 事 ㈱NDKCOM 拡大委員会  副委員長 

     就任（新任）理事 下記 2 名 

1  就任 佐藤 知之 理 事 システムファイブ㈱ 企画委員会  副委員長 

2  就任 大友 拓海 理 事 Enagic㈱ 総務広報委員会   副委員長 

     重任監事     下記 1 名 

1  重任 梶岡 研士   監 事 リコージャパン㈱ 長崎支社 会計及び運営管理・監査 

     就任（新任）監事 下記 1 名 

1  就任 西村 洋亮 監 事 ㈱イシマル 会計及び運営管理・監査 

 

・下記の理事は､任期満了により理事・監事を退任する。 

№ 区分 氏 名 旧役職 所属会社 旧 委員会所掌・委員長・委員 

1 退任 山口 知宏 理 事 ADMIN LLC DAO 企画委員会  副委員長 

2 退任 髙橋 康至 監 事 ㈱イシマル 会計及び運営管理・監査 
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報告事項（１）  2026 (令和 8) 年度事業計画及び収支予算の件 

 

１．情報収集・情報提供・地域高度情報化のための連携事業推進 

政府をはじめ地方公共団体では、地域情報化に向けて、広く産業界および一般利用者への情報サービス

の向上や業務システムの最適・最新化を図るため、情報通信技術（ICT）化を推進している。 さらに、新た

なビジネスモデル創出を推進する為に、IoT・ビッグデータ・AI 等に関する技術の開発・実証に取組みを加

速している。これらの実現のためには、本技術推進に関わる政府をはじめ地方公共団体、および産学の

取組みの情報をいち早く収集し、皆様の役に立つ情報を広く提供して、有効に活用する環境を構築する。 

その収集・周知の一環として、地域や国内外の情報サービス産業に関わる情報を HP・メールにより提供

し､協会および会員企業等がキャッチアップして繁栄を目指して活動する。更に、自治体、各種団体等と連

携・ 協力しながら、地域の ICT 化および IoT・AI・ビッグデータ等の取り組みや施策の提案等を行う。 

 

 (１)長崎県・県内市町村・諸団体・大学等との連携  

①長崎県総務部スマート県庁推進課関連 

国の進める「地域創生」に関連する官民クラウド活用や地域 ICT 化推進に係る事業に重点に置いた展

開を図る。 

②長崎県産業労働部関連 

長崎県新産業推進課の「県内中小企業 DX 促進事業」による事業展開への取組み IoT・AI・ビッ 

グデータ等の技術の発展により、グローバルに､あらゆる分野でその産業・社会構造が大きく変 

革しつつあることを踏まえ、IoT等に関する技術の開発・実証や新たなビジネスモデルの創出の 

推進など､本県の IoT関連産業の振興、及び DX 促進事業の推進に関し、その課題を経営者と 

ともに明らかにすること、また DX ツール導入・活用提案などで、経営者の課題､解決方針を引き 

出すことで、その対応がより明確となる。この為の、ヒアリング調査、専門家としてのアドバイス等 

に積極的に参加する。 

ⅰ）長崎県「DX 促進事業」の展開 

   令和 8 年度デジタル力向上支援事業(長崎県)・・・デジタル力向上支援事業費補助金の活用  

ⅱ）長崎県未来人材課関連 

   1）外国人 IT 人材確保促進事業 

    市場が急拡大している IT 関連業界において､県内企業が必要とする高度専門人材を確保す 

    るため県、長崎市、佐世保市、長崎大学、県立大学、産業振興財団の産学官が連携し、バン 

     グラデシュから IT 人材を受け入れ、県内就職につなげる仕組みを構築する事業に協力する。 

ⅲ）令和 8 年度「経済再生アクションプラン」（長崎市） 

    1）企業連携型奨学金返済支援事業（連携企業の募集、奨学金返済額の 3 分の 1 を補助） 

    2）ながさきウエルカム推進費（大学卒業後、県内企業に就職し､移住する学生への支援） 

    3）多様な人材雇用促進費（外国人の受け入れ推進、採用費用 130 万円の 2 分の 1 を補助） 

    ⅳ）長崎県次世代情報産業クラスター協議会における活動推進 

③公益財団法人長崎県産業振興財団との連携 

④地域の大学・高等専門学校・高校（工業高校）との連携 （大学・高専の特別会員加入と連携協定締結） 

⑤長崎県中小企業団体中央会との連携 

⑥県・長崎工業会との ICT 化推進地域連携 

⑦長崎県商工会連合会との連携 

（2）一般社団法人全国地域情報産業団体連合会（ANIA）及び傘下団体との連携 

（3）福岡県情報サービス産業協会との連携 

（4）一般社団法人情報サービス産業協会（JISA）との連携 

    （5） IT コーディネータ協会との連携 

    （6） I PA（独立行政法人情報処理推進機構）との連携 

  （7） 政府施策の研究と事業展開 
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  （8）経済産業省関連（九州経済産業局） 

（9）総務省関連（九州総合通信局） 

 （10）厚生労働省関連（長崎労働局）  

 

2．交流事業 

国内外の関係団体との情報交換や交流を通じて、それぞれの地域における情報化や情報サービス産業の

状況を把握する。また、上部団体(ANIA、JISA)、他団体、産学官との交流によって協会運営に役立てる。ま

た、「産学官交流会」・「ビジネスコラボ会」・「わが社の一押し」を開催して交流を図り、会員の保有する技術

力・営業力をお互いに把握するとともに親睦と信頼関係を深め、協業(コラボレーション)して新ビジネスの開

拓・製品開発を行い地域社会の発展に寄与する。 

（１）会員相互の親睦と交流・・・会員同士が交流を深められるよう双方の間に立って事を取り持つ。 

（2）ビジネス交流の促進 

2 ｶ月に１回程度の「ビジネスコラボ会」の企画・実施を行い､会員間のビジネス交流の機会を提供する。 

（3）会員間の情報交流の一環として「我が社の一押し」を企画・実施する。また、通常総会，新春賀詞交歓会 

  等において、会員の商品紹介や技術発表の場を提供する。 

（4）他県の情報産業団体や全国規模の関連団体との交流 

    県内、県外問わず、関連団体との有益な情報交流の機会がある場合は、参加機会を提供する。 

①一般社団法人情報サービス産業協会（JISA）  

ⅰ)JISA 総会・地区大会への参加・交流 

ⅱ)JISA 地域高度化事業の推進 

ⅲ)JISA からの情報を NISA HP へ掲載し､会員メールで配信 

②一般社団法人全国地域情報産業団体連合会（ANIA）  

ⅰ)ANIA からの情報を HP へ掲載し､会員メールで配信  

ⅱ )ANIA の地域団体との交流 

ⅲ）アンケ―ト・調査事業  

ⅳ）地域ニーズの国の施策への反映 

③独立行政法人情報処理推進機構（IPA）との交流 

④長崎県中小企業団体中央会 

⑤公益財団法人長崎県産業振興財団 

⑥独立行政法人日本貿易振興会（JETRO） 

⑦情報産業労働組合連合会との連携 

⑧他県情報産業協会との交流（特に九州・沖縄地区情報サービス産業団体意見交換会参加など） 

(5)異業種、他地域団体との交流（産学官交流を含む）  

県内、県外問わず、異業種、他地域団体との有益な情報交流機会がある場合は、会員に参加機会を提供 

する。 

 （6）2026（令和 8）年度 ANIA 全国大会・東京大会（2026 年 10月13，14日）への参加。 

  （7）2026（令和 8）年度 ANIA・IT 連盟・合同新春交歓会への参加（2026 年 2 月予定）。 

  （8）海外視察の実施（例：米国 Google､中国等） 

  （9）行政（国・県・市）との交流・連携 

①経済産業省、九州経済産業局 

②総務省、九州総合通信局 

③長崎県 産業労働部新産業創造課、企画部次世代情報化推進室、総務部情報システム課、 

④長崎市 商工部、情報政策推進室（市長直属） 

⑤長崎県工業技術センター  

(10) 長崎県警本部サイバー犯罪対策課との連携 

(11）長崎県サイバーセキュリティに関する相互協力協定に基づく連携  

(12）県内大学（長崎大・長崎県立大・長崎総合科学大）・佐世保工業高等専門学校との交流 

(13) 県内高等学校（工業高校、商業高校の情報系学科）との交流 
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3．研修事業 

（１）NISA 情報技術者育成研修の実施 （講師会社主催に変更） 

NISA では､長崎県より「2026年度 情報技術者育成研修事業」として後援を受け､IT技術研修を企画、実 

施している。また､会員企業の受講費用の負担を軽減できるように厚労省「人材開発支援助成金」制度 

が適用できる研修講座の構成としている。今年度も受講者数が少数にとどまり、研修事業の運営が 

厳しいと予測されるため、講座数を 20 講座とし、開講条件を原則 6 名以上で開講とすることとする。 

受講費は､厚労省の助成金申請により、約 60％～75％(※)が補助される)  （※賃金要件､資格等手 

当要件を満たす場合 15％加算） 

また、一般事業所向け研修講座として、長崎県デジタル力向上支援事業費補助金の適用講座「経営者

と担当者のためのＤＸ・ＩＣＴ講座）」を 7 講座と長崎県 AI 活用力向上支援事業費補助金適用講座の「生

成 AI のビジネス活用講座」を 6 講座開設して受講者の増加を図る。会員企業にはユーザー企業の一

般事業者へ受講を推奨して戴きたく、研修受講の促進にご協力をお願いする。 

※厚生労働省人材開発支援助成金「人材育成支援コース」概要説明 
https://www.nagisa.or.jp/info/data/tmp/02info6413.pdf 

2026 年度 NISA-IT 技術研修概要とスケジュール（20 講座） （カリキュラム等、詳細はＮＩＳA ＨＰに掲載） 

令和 8（2026）年度 NISA 情報技術者育成研修   

№ 実施月 開催日 研修科目名・講座名 会
場 

社
数 

人
数 

備考 

01j 7 月 
7 月 2 日～ 

7 月 3 日 
Windows Server の基礎 D    

02j 7 月 
7 月 8 日～ 

7 月 10 日 
UNIX/Linux 入門 D    

03a 7 月 
7 月 30 日～ 

7 月 31 日 
仕事の段取り力養成講座 N    

04j 8 月 
8 月 5 日～ 

8 月 6 日 

情報セキュリティ対策実践  
基礎から学ぶセキュア環境構築・運用入門編 N    

05s 8 月 
8 月 26 日～ 

8 月 27 日 
デジタル時代の業務の見える化（要件定義）入門 N    

06a 9 月 
9 月 2 日～ 

9 月 4 日 
PostgreSQL で学ぶデータベース基礎 D    

07s 9 月 
9 月 9 日～ 

9 月 11 日 
生成 AI を活用した Web システム開発演習 D    

08j 9 月 
9 月 15 日～ 

9 月 16 日 
Windows Server の応用～Active Directory～ N    

09s 10 月 
10 月 1 日～ 

10 月 2 日 

チームリーダーのための人に教える技術 
～自分で考えて動ける人材を育てる～ N    

10s 10 月 
10 月 7 日～ 

10 月 9 日 
ルータを中心に学ぶネットワーク基礎とセキュリティ D    

11j 10 月 
10 月 14 日～ 

10 月 15 日 
システム開発事例で学ぶシリーズ～リスクマネジメント～ D    

12j 10 月 
10 月 27 日～ 

10 月 28 日 
アプリケーションテスト 実践トレーニング N    

13s 11 月 
11 月 11 日～ 

11 月 13 日 
Web アプリケーション開発のためのセキュリティ対策研修 D    

14a 11 月 
11 月 26 日～ 

11 月 27 日 

プロジェクトチームの現場力向上 
 ～プロジェクトのファシリテーション～ N    

15s 12 月 
12 月 2 日～ 

12 月 4 日 
データベース構築研修 D    

16j 12 月 
12 月 10 日～ 

12 月 11 日 
システム設計 実践トレーニング N    

17a 12 月 
12 月 23 日～ 

12 月 25 日 

ソフトウェア開発者のための対人対応力強化講座 
(コミュニケーション向上コース) N    

18a 1 月 
1 月 27 日～ 

1 月 29 日 

ソフトウェア開発者のための対人対応力強化講座 
(ロジカルライティング＆ロジカルシンキングコース) N    

https://www.nagisa.or.jp/info/data/tmp/02info6413.pdf
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19s 2 月 
2 月 3 日～ 

2 月 5 日 
AWS によるサーバレスシステム構築演習 D    

20s 2 月 
2 月 25 日～ 

2 月 26 日 
システム開発におけるレビュー技法 N    

会場： N：(NISA 研修室）、D：(出島交流会館）、I：(石井会計事務所） 
受講者数合計(中止分を除く) → 

  

  

※ 年間目標(20 講座) 受講者数計画 130 名(1 講座平均 6.5 名) として計画。 

※研修会場は受講者数により変更する場合がある。（N：NISA 研修室、D：出島交流会館､I：石井会計事務所） 

（２）新入社員向け研修の実施 

㈱エンベックスエデュケーションとの提携研修として、毎年､4 月～6 月に 40 日間の新入社員研修を実施。 

令和 8 年度は､県内 3 会場で 35 名参加。（佐世保会場 9 名､長崎会場 19 名､諫早会場 7 名） 

（３）他団体・大学等が主催する研修・セミナー等を会員へ紹介。 

 

（４）2026 年度一般事業者向け「経営者と担当者のための DX・ICT 講座」 (7 講座を計画） 

（カリキュラム等、詳細はＮＩＳA ＨＰに掲載） 

「令和 8 年度長崎県デジタル力向上支援事業費補助金」対象講座 【県補助金申請期限：2026 年 7 月 31 日】 

№ 実施月 開催日 研修科目名・講座名 会
場 

社
数 

人
数 

備考 

NA1 6 月 6/23（火）、24（水） 
経営者と担当者のための DX・ICT 講座 

（11 時間 1.5 日コース） 
D    

NA2 7 月 7/14（火）､15(水)           同上 D    

NA3 8 月 8/18（火）、19（水）           同上 D    

NA4 9 月 9/29 (火)、 30（水）           同上 D    

NA5 10 月 10/20（火）､21(水)           同上 D     

NA6 11 月 11/17(火)、18(水)           同上 D    

NA7 12 月 12/15(火)、16(水)           同上 D    

※会場は、D（出島交流会館）、I（石井会計事務所）                    

※各講座の NISA 申し込みは、教材､機材等の準備の都合上、開講日の 2 週間前までにお願いする。 

 

（５）2026 年度 一般事業者向け「生成 AI のビジネスでの活用講座」 (6 講座を計画） 

（カリキュラム等、詳細はＮＩＳA ＨＰに掲載） 

「令和 8 年度 長崎県 AI 活用力向上支援事業費補助金」対象講座 【県補助金申請期限 2026 年 7 月 17 日】 

№ 実施月 開催日 研修科目名・講座名 会
場 

社
数 

人
数 

備考 

AI1 7 月 7/17（金） 
生成 AI のビジネスでの活用講座 

（7 時間 1 日コース） 
D    

AI2 8 月 8/21（金）           同上 D    

AI3 9 月 9/18 (金)           同上 Ｂ    

AI4 10 月 10/16（金）           同上 D     

AI5 11 月 11/ 6（金）           同上 D    

AI6 12 月 12/18（金）           同上 Ｂ    

※会場は、D（出島交流会館）、Ｂ（長崎Ｂｉｚセンター）          

※各講座の NISA 申し込みは、教材､機材等の準備の都合上、開講日の 2 週間前までにお願いする。 

 

4．講演・セミナー事業 

政府をはじめ地方公共団体では、地域情報化に向けて、広く産業界および一般利用者への情報サービス

の向上や業務システムの最適・最新化を図るため、情報通信技術（ICT）化を強く推進している。また、産業

界では、IoT・クラウド・AI 技術の展開が急速に進みつつあり、これらの技術の共有が急務である。 これら

の実現のためには、ICT 化に関わる政府をはじめ地方自治体、産学及び団体が取組んでいる施策に関す
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る情報について、産学官で知見を深め、共有することが重要である。 そこで、その情報化に関する啓蒙と

及の一環として、産学官から各専門家を招聘して情報提供、習得に関する講演会を下記の通り開催する。 

①開    催 ： 2～6 回／年（6 月、1 月、その他） 

②案内方法  ： 県、市、大学、各種団体等、会員にチラシ配付、メール配信、およびＮＩＳＡの HP に掲載 

③対    象  ：  会員および非会員（行政職員、大学職員、および各種団体職員、その他聴講希望者） 

④参加人数 ：  30～100 名（オンライン併用開催を含む） 

（1）他団体・メーカ等との連携による講演会・セミナーの開催   

①長崎県次世代情報産業クラスター協議会 

②（公財）長崎県産業振興財団 

③長崎県中小企業団体中央会 

④長崎工業会/長崎県工業連合会 

⑤JISA（情報サービス産業協会） 

⑥IPA（（独）情報処理推進機構） 

（2）令和 8年度 「AI＆セキュリティセミナーin長崎」開催（予定） （2025年 11月中旬予定）九州経済連合会と共催 

 

5．組織力強化活動 

組織の維持・拡大を図り運営を安定化と活動の活発化の為､「拡大委員会」の指揮のもと、役員及び会員一 

同が一丸となって、会員拡大に努める。 

（１）会員の維持、さらに拡大を図り、相互交流によって会員へのサービス向上を図る。 

①H18 年度に名称を長崎県情報サービス産業協会から長崎県情報産業協会と変更し、サービス産業以

外の情報を取り扱う産業へ働きかけ、会員増強を図ってきた。 今後も継続して､広告・通信・プロバイダ

ー・放送・印刷・新聞・ハードウェア・半導体企業等へ広げ、交流の拡大によって、会員へのサービス向

上を図る。 

②協会運営のための年会費は､他県（福岡県 10 万円､宮崎県 12 万円等）に比べ当協会の会費は低い状

況であったが、令和 7年度に正会員の年会費を 6 万円から 8 万円へ改定の承認を得た。今後､会員増

強・経費節減・独自事業の開拓等に努める。また、自治体等と協力して、運営費を補完できる事業を発

掘する。 

③NISA 紹介パンフレットおよび NISA ニュース等による協会活動の PR。 

④委員会活動への一般会員の参加促進と活動活性化。 

（２）独自事業の開拓・・・研修事業に積極的に取組み、協会運営体制の整備確立を図る。 

（３）ANIA 理事会（会長が ANIA の理事）・事務局長会議の情報を有効に活用し、協会活動・運営に役立てるととも 

に、その情報を提供して、地域の情報化に貢献する。 

（４）国や自治体の支援策（補助金）等の情報提供 

 

6．助成金受給支援事業の推進 

人財こそが  IT 業界における重要な経営資源であると認識され、多くの企業がその育成に取組んでいる。 

各企業の研修に対しては、国、自治体、それぞれに補助金・助成金の制度がある。それらの制度を紹介・説明 

し、企業の便宜・効率化を図るため、各制度への認定申請の手続き業務および補助金・助成金支給申請業務

を支援し、地域企業の人材育成がより拡充することに寄与する。 

 

（１）人材開発支援助成金の活用事業（H31.4  改正制度による「特定訓練/一般訓練コース」を主として） 

厚生労働省｢人材開発支援助成金｣に対応した研修に取組み、円滑かつ合理的な事業の推進を図る。 

①実施計画届の作成に対する支援（ＮISA 研修内容の記入、電子様式の作成） 

②支給申請書作成に対する支援 

③長崎労働局への会員企業の補助金申請業務のサポートび申請企業への情報伝達等 

④事業内職業能力開発計画作成に対する支援 

⑤協会運営費に充てるため研修事務費として人材開発支援助成金の支給決定額の 10％を協会へ納入して 

   戴いている。本件は､2009(平成 21)年 第 16回通常総会で承認され実行中。 (特定訓練 OJT コースは､1％) 
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7．地域情報ムラル・セキュリティ啓蒙活動 

一般社団法人長崎県情報産業協会では、IPA「ひろげよう情報セキュリティコンクール｣ を後援しており､ 

IPA の依頼を受け、会長賞（優秀賞）を選定し、表彰状を授与している。このコンクールは､IPA（独立 

行政法人情報処理推進機構）が主催し､全国の小学生､中学生､高校生が作品を通して､インターネット 

の安全利用を意識することを目的としている。 

 

8．会議・委員会 等 

（１）原則として月 1 回の理事会（役員会）を開催し、事業運営等について審議する。 メールや書信による審 

議の場合は、理事全員の賛成が必要になる。(定款  第 36 条) 

（２）下記委員会により委員長による積極的な事業展開と一般会員も参加した事業展開を行う。 

 

Ⅰ．企画委員会 ：各種調査・視察・講演会等の企画・実施 

[任務・所掌] 
ⅰ.各種調査の実施  

ⅱ.視察の企画・実施 
ⅲ.講演会・セミナー等のテーマ・講師についての企画・提案・実施  
ⅳ..地域連携事業、業界の振興に関する事業 
 

＜2026（令和 8）年度  事業方針・計画＞ 

＜事業方針＞  
従来からのテーマである講演会・セミナー開催および視察事業を通して NISA の価値向上に取り組む。 

＜事業計画＞ 

（１）講演会・セミナー  

・業界の振興に役立つ講演会・セミナーの企画 

（２）地域連携諸活動の継続 

・産学官連携の諸活動  

・他地域の情報産業協会等との連携事業（福岡県情報サービス産業協会との交流連携携帯の締結） 

・県内次世代情報産業クラスター協議会行事への参加・協力 

・長崎県との意見交換会の開催検討 

（３）視察  

・関連企業視察の計画（ANIA主催の企業訪問等への参加を含む） 

 

Ⅱ．総務広報委員会 ： 事務局との連携による本協会運営に関わる事業会報誌の作成（年 2 回）及び広報 

 [任務・所掌] 

ⅰ. 総務等に関する事項  

ⅱ.事務局との連携による本協会運営に関わる事業 

（総会の運営・議事録作成、各委員会配属希望調査の実施等） 

ⅲ.広報活動、 

①ホームページの管理 

② 会報誌「NISA NEWS」（2 回／年）発行  

③ 協会広報の企画・実施（パンフレット、リーフレット、 広告等）  

④ 会員拡大のためのツール検討と実行 

ⅳ.経理に関する協会運営に関する経理面から検討  

① 資金繰り計画  

② 経費削減策検討、会計・決算業務の簡素化 

③ 年会費の検討、他協会の入会金､年会費の実態調査  

④他協会の活動実態調査 

⑤ 各委員会への提言 
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＜2026（令和 8）年度    事業方針・計画＞ 

＜事業方針＞  

委員会メンバーの相互理解と協力の機会をつくり、会の活動や会員情報を分かりやすく会員及び地域の 

方に伝える。また、事務局との連携により会の運営が円滑に行われるよう活動する。 

＜事業計画＞ 

（１）ホームページの運営・リニューアル（スマホ対応含む） 

（２）会報誌「ＮＩＳＡ ニュース」（2 回／年）の発行 

NISA NEWS については、新入会員の紹介､イベント報告等､会員情報を充実させる。 

（３）各種事業の記録 

（４）IPA「ひろげよう情報モラル・セキュリティコンクール」を後援し、会長賞で表彰する。 

（５）対外広報の充実（他委員会事業の広報支援） 

 

Ⅲ．研修委員会 ： 各種研修事業及び技術に関する企画・実施 

[任務・所掌] 

ⅰ.研修講座内容、ニーズの調査・研修科目の設定 （受講希望講座の会員アンケートの実施） 

ⅱ.研修に関する補助金制度の発掘、受給提案・企画・実行  

ⅲ.研修事業遂行のための事務局体制強化の企画提案・実施  

ⅳ.最新技術に関する事項 

 

＜2026（令和 8）年度 事業方針＞ 

＜基本方針＞ 

・平成 20 年から令和 元年にかけて研修事業は堅実に成長を遂げたが、令和 2 年～6 年はコロナ感染症の

影響で IT 技術者研修講座の受講者数の目標を達成できなかった。令和 8 年度は、年間講座数を 20 講

座、受講者 数を 130 名を目標として計画し、さらなる受講者数の拡大に向けて研修事業の収益改善を図

る。 また、上記の研修とは別に、「令和 8 年度長崎県デジタル力向上支援事業費補助金」、及び「AI 活用

力向上支援費補助金」の対象講座として一般事業者 向け研修講座を開設し受講者数の増加を図る。 

・これらの事業実績・経験をもとに、発展的な展開を図り、地場情報サービス産業の活性化に寄与する。 

 

＜事業計画＞ 

研修技術委員会は下記を基本として事業を推進する。 

・2026(令和 8) 年度研修事業の推進 

・次年度､2027(令和 9) 年度研修事業の計画立案 

・NISA 会員外の研修受講者の拡大 

 

＜研修ニーズの調査・研修科目の設定＞ 

・2026(令和 8) 年度の研修計画はすでに 20 講座を確定し、会員にその資料も配布済みである。 

・2027(令和 9) 年度も受講者 130 名以上を目標とする。 

 

・次年度､2027(令和 9)年度の研修計画は下記スケジュールで実施する。 

項目 
2026 年 

8 月 

2026 年 

9 月 
 

2026 年 

10 月 
 

2026 年 

11 月 
 

2026 年 

12 月 
 

2027 年 

1 月 
 

2027 年 

2 月 

2027 年 

3 月 

研修項目検討              

アンケート調査              

研修項目決定              

研修委託先折衝              

研修内容・日程決定              

研修パンフ作成              
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Ⅳ.ネットワーク委員会の活動方針 

[任務・所掌] 

ネットワーク委員会は、行政機関、教育機関、異業種、情報セキュリティ分野等との連携を通じて、地域の情

報産業を基盤とした持続的な産業発展と人材育成を支援するとともに、地域全体の情報セキュリティ意識の

向上および対策強化を図ることを任務とする。 

ネットワーク委員会は、上記任務を遂行するため、以下の事項を所掌する。 

ⅰ.官民連携の推進 

ⅱ.研究機関・支援機関との連携強化  

ⅲ.教育機関との連携事業の企画・運営  

ⅳ.人材育成プログラムの推進  

ⅴ.産学官異業種連携の推進  

ⅵ.情報セキュリティの啓発・普及  

ⅶ.その他、委員会の目的達成に必要な関連業務 

 上記以外でも、委員会の基本方針に沿った活動の企画・運営を行う。 

＜2026（令和 8） 年度事業方針・計画＞ 

＜基本方針＞  

行政、教育機関、異業種、情報セキュリティ分野との連携を通じて、持続的かつ実効性のあるネットワーク

の構築を図り、地域産業の発展と人材育成、情報セキュリティ強化に貢献する。  

＜事業計画＞  

・長崎県および県内各市町との連携による事業の企画・推進 長崎県、長崎県工業技術センターとの定期 

  的な情報交換会の開催  

・大学・高校等との連携協定に基づく教育、研究、人材育成事業の実施 

・工業高校、商業高校に対する企業説明会の開催  

・「NEXT 長崎人材育成事業」に関する活動の推進  

・情報産業と異業種との連携による新たなビジネスチャンスやイノベーション創出の機会の提供  

・サイバーセキュリティに関するセミナーの企画・開催  

・SC3（地域 SECUNITY 形成促進）ワークショップへの積極的な参加と、地域におけるセキュリティ意識向上 

 の推進 

 

Ⅴ．拡大委員会：会員拡大に関する事業 

 [任務・所掌] 

ⅰ.会員拡大（新規会員獲得）・協会組織の強化等に関する事項  

ⅱ.会員脱会の防止 

ⅲ.会員に対するサービス活動の充実 

会員拡大は、協会活動の基本であるので、県内全域に渡り、積極的に展開する。また､県内に限らず

協会活動に賛同する会員の勧誘を展開する。準会員、特別賛助会員も増やしていく。 

1）県南地域：長崎市とその隣接地域、諫早市とその隣接地域、島原半島の企業 

2）県北地域 ：大村市以北の企業 

3）県外からの入会も可能 

 

＜2026（令和 8） 年度事業方針・計画＞ 

＜基本方針＞ 

会員の維持・拡大は協会活動の基本であり、協会活動のあらゆる場で新規会員確保を意識した活動を

目指す。また、脱会防止に向けて協会全体で取組む。 

＜事業計画＞  

月例の理事会及びビジネスコラボ会等で、新規会員の情報交換を行い新規会員の獲得に取組む。 

今年度目標：10 社 (上期 5 社、下期 5 社）：（106 社→116 社以上を目指して勧誘活動を推進する） 
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＜実施計画＞ 

・入会検討中の企業へのフォロー活動を継続して実施する。（継続） 

・新規入会促進リストを作成し､企業情報収集を強化する。（継続） 

・近年の入会企業にみられるように、長崎県へ拠点新設される誘致企業を含め幅広く情報を収集し入会

促進を活性化させ会員拡大を図る。（強化継続） 

・四半期毎に役員会で必ず議題として取り上げ、推進状況、入会希望企業情報の報告をし､情報を共有して、

協会全体として継続して取り組んでいく。（継続） 

・新たに設けた準会員、特別会員枠での会員増加を図る。 

 

Ⅵ．交流委員会 ： 会員相互及び対外的な交流事業の企画・実施 

[任務・所掌]   協会内外との交流等に関する事項  

ⅰ.会員相互の親睦と交流。 

ⅱ.ビジネス交流､及びビジネスコラボレーションの推進「ビジネスコラボ会」の企画・実施 

（ビジネス紹介・交流の機会を提供）   

ⅲ.会員間の情報交流の一環として「.我が社の一押し」企画・実施  

ⅳ.他県の情報産業団体や全国規模の関連団体との交流 （ANIA 活動､）  

ⅴ.異業種、他地域団体との交流（産学官交流を含む）  

ⅵ.ＡＮＩＡ，ＪＩＳＡとの交流 

ⅶ会員企業の中堅・若手社員交流の機会を提供 

 

＜2026（令和 8）年度  事業方針・計画＞ 

＜基本方針＞  

本年度も、交流委員会では、会員相互の親睦交流を事業の中心に活動する。会員の協力を得ながら、

魅力ある交流を目指し、相互研鑽の場や自由闊達に議論する雰囲気づくり、会員相互の懇親・交流の

場づくり等に努める。会員同士が交流を深め本当の仲間となることが、自企業の発展・地域の発展にな

ると考え、当委員会でその一翼を担って行く。また、交流委員会所掌として、会員企業の中堅・若手社

員交流の機会を企画する。 

＜事業計画＞  

ⅰ.会員相互の親睦と交流 

会員同士が交流を深められるよう双方の間に立って事を取り持つ。 

ⅱ.ビジネス交流の促進 

2 ｶ月に１回程の「ビジネスコラボ会」を企画・実施し､会員間のビジネス交流の機会を提供する。 

ⅲ.会員間の情報交流の一環として「我が社の一押し発表」を企画・実施 

通常総会、新春賀詞交歓会等にて、会員の事業(商品)紹介や技術発表の場を提供する。  

ⅳ.他県の情報産業団体や全国規模の関連団体との交流 

県内、県外問わず、会員に関連団体との有益な情報交流の参加機会を提供する。  

ⅴ.異業種、他地域団体との交流（産学官交流を含む） 

会員に県内外の異業種、他地域団体との有益な情報交流の参加機会を提供する。 

ⅵ.2026（令和 8）年度 ANIA 全国大会・東京大会（2026 年 10月13，14日予定）への参加。 

vii. 2027（令和 9）年度 ANIA・IT 連盟・合同新春交歓会（2027 年 2 月予定）への参加。 

 

報告事項   令和 8 年度  事業計画及び収支予算の件 

    令和 8 年度も､令和 7 年度と同様に、長崎県｢デジタル力向上支援助成金｣の対応講座として一般事業者向 

け研修講座「経営者と担当者のための DX･ICT 講座」を開設する。また、長崎県「AI 活用向上支援費補助金｣ 

の対応講座として「生成 AI のビジネスでの活用講座」を開設する。一般事業者向け研修については、長崎県 

商工会連合会､商工会議所のご協力をいただき、受講者数の確保を目指す。また、会員増強活動として､年間 

10 社加入を目指しており､今年度は､既に上期 (4 月以降)に入会の 4 社（正会員 2 社､準会員１社､特別会員 

１社）を含めて、現状 106 社であり、あと 6 社以上の追加加入を目標とする。正会員は､現行 80 社から 5 社増 
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の 85 社を目標として PR 活動を推進する。 

昨年度(令和 7 年度)の研修事業実績に対する主な改善計画（概算） 

①一般事業者向「DX･ICT 講座」は､2025 年度実績（＠93,500✕112 名）に対し､8 名増（＠93,500 円✕8 名） 

で計画しており､収入 778,000 円増で織り込み。 

②一般事業者向「生成 AI のビジネスでの活用講座」は､新規であるが､各 10 名✕6 回の開講を予定してお 

り、収入 3，300，000 円（＠55,000 円✕60 名）」、費用 500,000 円×6 回＝3,000,000 円（500,000 円×6 回） 

織り込み。 

上記の折り込みによる予算計画（正味財産）は、概算 1,152,464 円増の､8,610,010 円となる見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



32  

 



33  

 

 


	オンライン併用開催
	(主催者側ホスト会場)
	Ⅰ　地域情報化の推進活動
	Ⅰ・1　長崎県次世代情報産業クラスター協議会への参加　（登録会員223社、内NISA会員52社）
	（１）目的
	（２）事業
	（３）会員

	Ⅰ・2　長崎県サイバーセキュリティに関する相互協力協定（長崎県警察本部）への参加　（会員登録）
	（１）目的
	（２）連携 、協力の内容
	（３）協定参加機関（14機関）
	（４）活動

	Ⅰ・3　長崎県サイバーセキュリティ研究会（長崎県立大学）　[ 2015（H27）年１月７日設立 ] への参加　（会員登録）
	（１）目的
	（２）事業の内容
	（３）「長崎県サイバーセキュリティ研究会」参加機関
	[会員]　扇精光ソリューションズ㈱、オフィスメーション㈱、㈱亀山電機、佐世保工業高等専門学校、長崎県情報産業協会、長崎県立大学、長崎総合科学大学、、長崎大学、ネット・ウォーリアーズ、㈱ユースフル
	(4) 活動 （ＮＩＳＡ参加）

	Ⅰ・7　長崎県中小企業団体中央会関連
	Ⅱ 交　流　事　業
	Ⅱ・1　他団体・大学等との交流事業（敬称略）
	Ⅱ・３ 通常総会・講演会・産学官交流会
	（１）第 32回通常総会 R07-6-27（木） オンライン併用による開催とし､全会員へ議案書を配布した。
	(1)-1．通常総会　14：00～14：50
	①出席会員数：正会員出席　79 社中、出席72社（会場34社､WEB7社､委任状31社）が出席
	(出席率91.1％)、出席者半数以上で総会が成立し、全議案が承認された。
	②議案

	Ⅲ　研修事業
	Ⅲ・２  新入社員向け IT 技術者研修を実施（「研修事業」）（敬称略）
	㈱エンベックスエデュケーションとタイアップし、厚労省「人材開発支援助成金（特定認定実習併用職業訓練
	コースを適用して2025(R07)年度の新入社員研修を35名（長崎：9名、佐世保：19名、諫早：7名）で実施した。
	助成金制度の活用により､本研修の費用負担を軽減でき､IT技術､ヒューマンスキル、社会人マナーの習得により人材育成を図った。
	（１）人材開発支援助成金（厚生労働省）に係る計画届申請､支給申請のサポート
	②訓練実施計画届書のチｪック支援（R05-4～）

	ICT化に関わる政府をはじめ地方自治体、産学及び団体が取組んでいる施策に関する情報を、産学官で共有し､その情報化に関する啓蒙普及の一環として、専門家を招聘し講演会・セミナーを開催した。
	2．交流事業
	3．研修事業
	4．講演・セミナー事業
	5．組織力強化活動
	6．助成金受給支援事業の推進
	7．地域情報ムラル・セキュリティ啓蒙活動
	8．会議・委員会 等
	[任務・所掌]
	＜2026（令和 8）年度  事業方針・計画＞
	[任務・所掌]
	＜2026（令和8）年度    事業方針・計画＞
	[任務・所掌]
	＜2026（令和 8）年度　事業方針＞
	[任務・所掌]



